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倉敷市の保育士確保の取り組み等について

子育てするなら倉敷で

保育士・保育所支援センターの取り組みを中心として

倉敷市保育・幼稚園支援室 岡野 一郎

令和２年７月３０日（木）

Administrator
スタンプ
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倉敷市の概況



倉敷美観地区

3

倉敷川畔の
柳並木と川舟下り

白壁の町並み
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倉敷市の地域・地区構造

玉島区域

倉敷区域

水島区域

児島区域

庄地区

茶屋町地区

船穂地区

真備地区

平成３１年３月末
住民基本台帳人口 及び

外国人登録人口
カッコ内はH25.3末との比較

総人口 481,844人
（▲612人）

男性 234,861人
（▲678人）

女性 246,983人
（＋６６人）

世帯数 210,828世帯
（+11,892世帯）

面積 355.63㎢
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認定こども園・保育園・幼稚園・地域型保育事業

保育園 ８１園 認定こども園２２園 幼稚園 ５４園

市立１３園

民間６８園

市立４３園

私立１１園

市立６園

私立・民間１６園

地域型保育事業（民間） ２９園

令和２年４月現在

小規模１６園

事業所内１３園

認可外保育施設（民間）

事業所内１５園

一般１５園

企業主導型１２園

認可施設 １８６園

認可外施設４２園
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認定こども園・保育園・幼稚園・地域型保育事業

保育園 ９３園 幼稚園 ７０園

市立２４園

民間６９園

市立５４園

私立１６園

平成２６年４月現在

認可外保育施設（民間）

事業所内２０園

一般１５園

認可施設 １６３園

認可外施設３５園
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本市の目指す幼児教育・保育のイメージ

保育園

幼稚園

認定こども園

○公立・私立に関わらず，保育園・幼稚園・認定こども園，地域型
保育が，それぞれの特徴を活かした幼児教育・保育を実施し，

○保護者は，子どもにとって，最も相応しいところを
選択することができる，そのような状態を目指します。

地域型保育
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保育行政に関する市の組織

市長

副市長

保健福祉局
伊東香織 市長

「子育てするなら倉敷で
と言われるまち」を目指す

保育園

保育・幼稚園課

認定こども園 幼稚園

子ども未来部

保育・幼稚園支援室
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保育・幼稚園支援室の特徴

〇保育・幼稚園支援室は，市長が保育園・幼稚園・認定こども園の施設・
職員・保護者などに寄り添ったあらゆる支援ができるよう機動力をもった
組織として設置（倉敷市民間保育所協議会や倉敷市私立幼稚園協会等
各種団体の窓口も行う。）

〇あらゆる内容に対応できるよう，職員構成が，事務職，保育士（公立保
育園・認定こども園園長ＯＢを含む），幼稚園教諭（公立幼稚園園長ＯＢを
含む），小学校教諭，管理栄養士，保健師，養護教諭，建築技師となって
いる。

〇特に保育士・幼稚園教諭等の保育者の確保の取り組みについては，
対外的にも内部的にも窓口を一元化し，市内の公民私立の保育園・認定
こども園・幼稚園等の就学前施設全般を担当している。
養成校等からの相談窓口も一元化し，対応に当たっている。

〇外部委託が多い保育士・保育所支援センターを直営で実施



倉敷市保育士・保育所支援センター
710-8565 倉敷市西中新田６４０番地 倉敷市役所 ２階保育・幼稚園支援室内

☎ ０８６－４２６－３０２１

倉敷市保育士・保育所支援センターの業務内容

保育士支援コーディネーター（公立保育園・認定こども園園長ＯＢ）

潜在保育士
保育士資格
取得希望者

（学生・養成校等を含む）

保育士

保育所等

○資格取得相談
○資格取得研修会の実施
○資格取得情報提供
〇養成校との連携
〇養成校での授業
〇高校での授業 等

○再就職相談
○見学・体験研修の実施

○最新情報の提供などの
各種研修会の実施
○就職情報の提供 等

○保育・勤務内容等相談
○各種研修会の実施

○幼稚園教諭免許の取得・
更新の支援や相談
○各種情報提供
〇就職ガイダンスの実施
〇採用方法の助言 等

採
用
情
報
把
握
・潜
在
保
育
士
活
用
・助
言

就
職

倉敷市保育士・保育所支援センター
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保育士・保育所支援センターの事業概要

①潜在保育士（ハローワークには周知等の協力をお願いしている。）
〇保育実習体験研修会「別紙２」「別紙３」

単なる体験会でなく，希望者のあらゆる希望（日時，場所，どんな体験をしたいかなど）
をコーディネーターがヒアリングし，本人の希望に寄り添った体験研修を計画し，実際の体験
研修の際にはコーディネーターが付き添いその場で質問等に対応。その後，本人の希望する
園への就職を紹介し，就職後も定期的に訪問等を行う。 （本人の希望期間）
これにより，ほぼ１００％就職，離職０を達成しています。
また，卒業前の学生が，就職前の実践の場としても活用（就職場所はとっていない）

〇就職希望者への相談
保育所だけでなく小規模・認定こども園，幼稚園などあらゆる園種を紹介対応

〇就職ガイダンスの実施（年３回程度）「別紙４」
養成校とも連携ＰＲし，各回１００名程度の参加

〇民間専用の就職希望登録サイトの設置「別紙５」
市内の公立園も多いため，民間専用の就職希望登録サイトを設置 など

事業の主な柱は，①「潜在保育士」，②「保育士資格取得希望者（学生等を含む）」，
③「現役保育士（保育所）」を３つとしている。

事業の概要は，「別紙１」のとおり
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保育士・保育所支援センターの事業概要

②保育士資格取得希望者（学生・養成校等を含む）
〇就職ガイダンスの実施（年３回程度）
〇民間園専用の就職希望登録サイトの設置
〇窓口の一元化による養成校との連携強化「別紙６」

幼稚園は〇〇部署，保育園は〇〇部署といった市の窓口をわけたり，民間・私立は
各園へといったことは行わず，どんな相談でもセンターへとして養成校へＰＲ

〇養成校での授業（主に保育園を取り巻く環境等の説明）「別紙７」
園長や現役保育士などの派遣はもちろんのこと，事務職が行政的な話を行うなど

各校の要望にそった内容で実施

〇養成校等の学会への協力
保育学会・乳幼児学会・保育士養成セミナーなど実施にあたっての協力体制

〇高校での授業（保育士の魅力ＰＲ）「別紙８」
保育士の仕事の紹介や手作りおもちゃの作成などを一緒に行うほか，実施高校ＯＢの

若手保育士等に授業へ参加させ，高校生のあらゆる質問（彼氏できますかなども）へ答え，
保育士の悪イメージを払拭するよう努めている。

〇保育士試験準備研修会の実施「別紙９」
事前講習会を無料で実施（科目毎）しており，無事合格し，保育士で働いているものもいる。

男性の合格者もでている。

など
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③現役保育士・保育所等
〇離職防止対策
園種の多様化・株式会社の算入や潜在保育士の高齢化や少子化のため潜在保育士や保育
士資格取得希望者の確保は難しい時代，経験豊富な保育士の代わりの育成には時間が必要
などのため，今いる保育士の方々がやめないような対策を実施
また，転職相談にも積極的に関与し，保育所から保育所だけでなく，保育所から幼稚園へ，

幼稚園から保育所へといった転職も実施し，保育者からの流出を阻止
〇各種研修の実施
ア 年代や経験年数ごとの交流研修

悩みの共有，何がつらいか，どんな研修をやってみたいかなど聞いている。
例えば，育休中の職員だけを集め，育休復帰後に何の不安があるかとか，経験の浅い
職員は何の研修としてやってほしいか，男性保育士だけなど

イ 意見反映のよる実技などの研修「別紙１１」
「ア」ででた意見などを反映した研修の実施，実技研修等では復命書の代わりに

センターで取りまとめた冊子などを配布し，園へフィードバックし，市全体で保育士を育てる
という体制を行っている。
例えば，運動会や発表会の題材など細かなテーマで意見交換，ピアニカ・おもちゃ・絵本

などの研修など交流研修会等を実施
ウ 幼稚園教諭免許状更新講習会の実施（支援室で実施）

受講機会がなく更新が難しいとの声を受け，文部科学省と相談のうえ，職員に
教育委員会の併任をかけ，中核市教育委員会として講習会を実施。保育士が受講
しやすい日程で実施（まずは，公立で試行）

保育士・保育所支援センターの事業概要
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【支援室事業への反映】
①～③ででた意見等を保育運営・人事施策などへ反映，園等へのフィードバック
ア 多様化する保護者対応に苦しむ保育士「別紙１２」
・市内の保育士・保育所等は市が守るという方針
「防災情報発令時の対応」，「コロナ対応」などの保護者への連絡は必ず，園と市の連名で
保護者に通知
モンスターな保護者には，公立・民間問わず市として対応（教育委員会や警察とも連携）

イ 市としての方針
「防災情報発令時」，「コロナ対応」などの場合は，市全体としての保育内容等の文書を発出

⇒ア・イにより「安心して倉敷市で働いてもらえるようにしている」

ウ 育休・育児時間・学童保育送迎への配慮など
保育士も子育ての時間がちゃんとできるよう配慮，民間園に対しても指導
公立園で各種施策を実施し，毎年１０名程度の退職が退職者０名を達成
⇒ 成功例を民間園へ伝える。

＜新たな取り組み＞
市内の養成校５校との連絡協議会の実施
養成校自体も学生募集に苦慮していることから，市内の高校から市内養成校へ，さらに市内

の保育所へ就職をテーマに養成校連絡協議会を実施することとしている。（コロナで延期中）

保育士・保育所支援センターの事業概要
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＜今後の目指す姿＞
〇「市の保育所等で通った子ども」が「市の保育所等で保育士」へ
小学生の人気職種及び中学校の職場体験の活用
市内の高校 ⇒ 市内の養成校 ⇒ 市内の保育所等へ就職

〇「保育士等」を「園だけでなく養成や市全体で育成」へ
育成校を卒業したら各園ではなく，就職後も園・市・養成校の協力体制
で育成へ

〇保護者の意識改革
★保育士も社会の労働者の一員であるという認識向上
月曜日から土曜日まで朝７時から夜７時まで開園しているのを当然とする
社会風潮の払拭 ⇒ 家庭で見れるときは家庭で
★子育ての一義的責任は保護者にあるという意識づけ
保育所等がすべての子育てをする場でない ⇒ 親としての役割を
幼児教育・保育の無償化の際に市独自でパンフレットの追記「別紙１５」

保育士・保育所支援センターの事業概要
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〇家庭保育や登園自粛期間中への対応
研修等が実施できないため，保育所や保護者向けにセンター通信で手作り
おもちゃの配信を行い，若手保育士の勉強や親子での体験等に生かして
もらっている。現在では１５号となっている。（「別紙１６」）

〇交流研修会の実施
感染症対策を講じたうえで，交流研修会を実施し，コロナの脅威のなか
の各園の「衛生対策」，「保育内容」，「行事等」について情報交換を行い，
各園の対策へ反映

〇特別支援給付金の実施について
新型コロナウイルス感染症禍においても，感染リスクを抱えながら強い使命

感を持って業務に従事いただいた職員に給付金を支給

新型コロナウイルス感染症対応
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＜保育士・保育所支援センターの補助金＞
〇保育士・保育所支援センター設置運営事業

＜保育所や保育士等の声を反映した上で導入した事業例＞
〇保育所等における事故防止推進事業
〇保育所等におけるＩＣＴ化等推進事業
〇保育の質の向上のための研修等事業
〇保育士宿舎借り上げ支援事業
〇保育補助者雇上強化事業
〇保育体制強化事業

※その他
利用者支援事業

平成26年5月から市内5か所に保育ニーズと 保育サービスを結びつける
専門相談員（保育コンシェルジュ）を設置
●就学前の子どもの預け先に関する保護者の 相談に応じ情報提供
●子どもが保育園に入れなかった保護者に長時間預かり保育実施の幼稚園の案内や
一時預かり事業などのサービスを紹介

国の補助金等の活用










































